

様式１
プロポーザル参加意向申出書


令和　　年　 月　 日


[bookmark: _Hlk233815366]豊橋市長　　長坂　尚登　様



所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　



令和８年　月　日付けで公告された下記プロポーザルに必要書類を添えて参加を申し込みます。
なお、プロポーザルの提案資格及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約いたします。


記

1. 件名　豊橋市市有施設への再生可能エネルギー等導入事業（資源化センター余熱利用施設）


2. 添付書類
（1） 会社概要（様式１－１）
（2） 応募者の構成表（様式１－２）
（3） 愛知県税・豊橋市税に納税義務がないことの申出書（様式１－３）
（4） 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の届出義務がないことの申出書（様式１－４）
（5） 資格者届（様式１－５）
（6） 事業実績表（様式１－６）
（7） 誓約書（様式１－７）
（8） 現地確認希望申出書（様式１－８）
（注）上記のうち、添付する書類のみを記載すること。


連絡担当者
所　属
氏　名
電話
FAX
E-mail






様式１－１

会社概要

	法人名
	

	[bookmark: _Hlk233818727]代表者職氏名
	

	所在地
	〒


	設立年月日
	　　年　　月　　日

	資本金
	

	売上高（直近決算）
	

	沿革
	

	従業員数、
有資格者の人数等
	

	主たる事業内容
	

	支社・営業所等
	



（豊橋市から最寄りの支社・営業所等：　　　　　　　）

	その他特記事項
	


[bookmark: _Hlk233788661]
【添付書類】
次の（１）から（４）を添付すること（写し可）。なお、応募者が企業グループの場合、代表者は（１）から（４）を添付し、代表者以外の全ての構成員は（１）及び（２）を添付すること。
（1） 会社の定款（提出日現在のもの）
（2） 登記事項証明書（現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書。３か月以内のもの）
（3） 貸借対照表及び損益計算書（直近の２期分）
（4） 会社のパンフレット

（注１）企業グループで応募する場合で、プロポーザル参加意向の申出にあたり構成員間で契約又は協定を締結している場合はその写しを添付すること。
（注２）記入欄が足りない場合は本様式に準じて作成・追加すること。

様式１－２

[bookmark: _Hlk233817154]応募者の構成表

	１．単独企業又は企業グループの代表者
	企業記号：A社

	所在地
	

	商号又は名称
	

	[bookmark: _Hlk233815677]代表者職氏名
	

	担当者名
	

	住所
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	

	E-mail
	

	２．構成員
	企業記号：B社

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	担当者名
	

	住所
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	

	E-mail
	

	３．構成員
	企業記号：C社

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	担当者名
	

	住所
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	

	E-mail
	

	４．構成員
	企業記号：D社

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	担当者名
	

	住所
	

	所属
	

	電話
	
	FAX
	

	E-mail
	



（注１）応募者が単独企業の場合は、構成員の記載は不要とする。
（注２）企業グループで応募する場合は、全ての構成員を漏れなく明記すること。



様式１－３

愛知県税・豊橋市税に納税義務がないことの申出書


　　年　　月　　日

豊橋市長　　長坂　尚登　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　商号及び名称
                          代表者職氏名



下記のとおり、納税義務がないことを申出します。



【愛知県税】
□次の愛知県税について納税義務がないことを申出します。
　・法人事業者の場合：「法人県民税」「法人事業税・特別法人事業税及び地方法人特別税」
及び「自動車税」

　・個人事業者の場合：「個人事業税」及び「自動車税」



【豊橋市税】
□豊橋市税について納税義務がないことを申出します。


※該当するものに✓を記入すること。



様式１－４

健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の届出義務がないことの申出書


　　年　　月　　日

豊橋市長　　長坂　尚登　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　商号及び名称
                         代表者職氏名



下記のとおり、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の届出義務がないことを申出します。



【健康保険及び厚生年金保険】
· 従業員５人未満の個人事業所であるため。
· 従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所であるため。
· その他の理由

（「その他の理由」を選択した場合）
　　　　　年　　月　　日、関係機関（　　　　　　　）に問合わせを行い判断しました。



【雇用保険】
· 暫定任意適用事業に該当する個人事業主であるため。
· 役員のみの法人であるため。
· 使用する労働者の全てが、雇用保険のしおり（愛知労働局）における「被保険者にならない者」に該当するため。
· その他の理由

（「その他の理由」を選択した場合）
　　　　　年　　月　　日、関係機関（　　　　　　　）に問合わせを行い判断しました。


※該当するものに✓を記入すること。



様式１－５

[bookmark: _Hlk233816861]（　　枚のうち　　枚目）
資格者届


	ふりがな
	

	氏名
	

	生年月日
(年齢）
	　　　年　　月　　日（　　　歳）

	所属・役職
	

	保有資格（資格の種類、取得年月日）※資格者証の写し等を添付

	

	業務経験（オンサイトPPA方式による電力供給事業又は屋上・屋根における５０kW以上の太陽光発電設備等設置工事の実績を有する場合は記載すること）

	業務名（事業名、工事名、契約名等）
	職務上の立場
	業務の完了（予定）
年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



【添付資料】
資格者証の写し（表・裏）を添付すること。

（注）記入欄が足りない場合は本様式に準じて作成・追加すること。



様式１－６

（　　枚のうち　　枚目）
事業実績表


豊橋市市有施設への再生可能エネルギー等導入事業（資源化センター余熱利用施設）プロポーザル実施要領における「3－2.　応募者の構成員の制限（１）」の以下についての実績

□ オ　オンサイトPPAによる電力供給事業の実績

□ カ　屋上又は屋根における５０kW以上の太光発電設備等設置工事の請負の実績

※該当するものに✓を記入すること。


	受託者名・請負者名
	（オの受託者名又はカの請負工事の請負者名）


	業務名・件名
	（オ又はカの契約上の正式な名称を記載）


	発注者
	（発注者名を記載）


	受注形態
	（単独またはグループの別を記載）


	契約金額
	（オの場合は当初の電力量料金単価等を、カの場合は請負金額を記載。いずれも税込の金額を記載すること）


	契約年月日
	（契約締結日を記載）


	契約期間
	（契約期間を記載。運用期間ではない）


	対象施設概要
	（対象となる施設の概要（用途、構造、規模等）を記載）

	事業内容
	



【添付書類】
事業実績の内容が確認できる書類（契約書の写し、受注証明書又はコリンズやテクリス登録の写し等）を添付すること。

（注）豊橋市市有施設への再生可能エネルギー等導入事業（資源化センター余熱利用施設）プロポーザル実施要領における「3－2.　応募者の構成員の制限（１）」のオ及びカの各実績につき、最大５件まで提出できるものとする。

様式１－７

誓約書

令和　年　　月　　日　
豊橋市長　長坂　尚登　様

住所　　　　　　　　
商号又は名称　　　　
代表者職氏名　　　　

豊橋市市有施設への再生可能エネルギー等導入事業（資源化センター余熱利用施設）に係るプロポーザルの参加にあたり、本紙の提出日から契約候補者特定の日までにおいて、下記の各号を満たすことを誓約すると共に、満たせなくなった際は速やかに市に申し出ます。

記

1. プロポーザルの公告の日から契約候補者特定までの間において、次の各号を満たすこと。
（1） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第の規定に該当する者でないこと。
（2） 「豊橋市工事請負契約等に係る入札参加停止措置要領」による入札参加停止の期間がないこと。
（3） 「豊橋市が行う事務又は事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成26年3月26日付け豊橋市長・愛知県豊橋警察署長締結）に基づく排除処置を受けていないこと。
（4） 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条に基づく更生手続開始の申立てがなされていないこと。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定を受けた者は除く。
（5） 会社法（平成17年法律第86号）第511条に基づく特別清算開始の申立てがなされていないこと。
（6） 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定を受けた者は除く。
（7） 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てをなしていないこと、又は申立てがなされていないこと。
（8） 建設業法（昭和24年法律第100号）第28条による営業停止処分を付されていないこと。
2. 次の各号を満たすこと。
（1） 契約候補者特定の日において手形交換所による取引停止処分に付されていないこと。
（2） 契約候補者特定の日の前1年間において手形交換所規則による不渡報告に掲載されていないこと。
3. これらの事項に反した場合、契約の解除等、市が行う一切の措置について異議の申し立てを行わないこと。


（注）企業グループで応募する場合は、全ての構成員が提出すること。

様式１－８
現地確認希望申出書

　　令和　　年　　月　　日
　豊橋市長　長坂　尚登　様

令和８年９月７日（月）に予定している豊橋市市有施設への再生可能エネルギー等導入事業（資源化センター余熱利用施設）プロポーザルに係る現地確認について、以下のとおり希望します。


1. 希望時間帯
　以下より希望する時間帯全てに✓を入力すること。なお、希望した時間帯に実施することを確約するものではない。
□　10時から12時
□　13時から15時


2. 参加予定者
　現場確認に参加を予定する全ての者を記載すること。記載欄が不足する場合は追加すること。
	１．代表者

	商号又は名称
	

	氏名
	

	電話番号
	

	２．参加者

	商号又は名称
	

	氏名
	

	電話番号
	

	３．参加者

	商号又は名称
	

	氏名
	

	電話番号
	




3. 同意事項
本申出書の提出をもって、以下の事項に同意したものとする。
（1） 安全管理を徹底した上で実施すること。
（2） 安全管理に必要な装備等は自身で手配すること。
（3） 現地確認に起因する障害が施設に生じた場合は、事業者の責により復旧すること。
（4） 提案資格確認結果通知書（様式４）により提案資格を有することが認められた事業者のみ現地を確認することができること。


